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地方独立行政法人神奈川県立病院機構契約事務取扱規程 新旧対照表（案） 

 

新 旧 改正理由等 

（見積書の徴取及び省略） 

第21条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる契約につ

いては、契約の相手方になろうとする者から見積

書を徴し、予定価格と対比して当該見積金額が適

当であるかどうかを検討することにより同項の

比較見積を省略することができる。 

(1) １人又は１会社でなければ履行できない契

約 

(2) 契約の目的物が同一の品質、規格、仕様等

を有するため、価格が異ならないものの契約 

(3) 取引の事例に比し、見積金額が適当と認め

られるものであって、１件の取引価格が30万

円以下の物件の購入若しくは借入れ又は50万

円以下の工事その他の請負の契約 

(4) 分解して検査しなければ見積れない備品等

の修繕に関する契約  

(5) 食糧品の購入契約 

(6) 急施を要し他の者から見積書をとる暇のな

いとき 

(7) 再度の入札に付し落札者がないもの 

３・４ （略） 

 

 

（見積書の徴取及び省略） 

第21条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる契約につ

いては、契約の相手方になろうとする者から見積

書を徴し、予定価格と対比して当該見積金額が適

当であるかどうかを検討することにより同項の

比較見積を省略することができる。 

(1) １人又は１会社でなければ履行できない契

約 

(2) 契約の目的物が同一の品質、規格、仕様等

を有するため、価格が異ならないものの契約 

(3) 取引の事例に比し、見積金額が適当と認め

られるものであって、１件の取引価格が５万

円以下の物件の購入又は50万円以下の工事そ

の他の請負の契約 

(4) 分解して検査しなければ見積れない備品等

の修繕に関する契約  

(5) 食糧品の購入契約 

(6) 急施を要し他の者から見積書をとる暇のな

いとき 

(7) 再度の入札に付し落札者がないもの 

３・４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・比較見積が省略できる契

約のうち、取引価格が５万

円以下の物件の購入につい

て、見積合せ等に係る事務

負担の軽減を図るため、神

奈川県の状況等を踏まえ、

30万円以下に金額を見直す

とともに、物件の借入れを

追加する。 

 

 

 

 

第57号議案 
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新 旧 改正理由等 

（検査調書の作成） 

第29条 検査職員は、会計規程第51条第１項の規定に

基づき検査をしたときは、直ちに検査調書を作成し

なければならない。ただし、契約書の作成を省略し

たものにあっては、支出に係る会計伝票に履行確認

した旨を記名又は押印することでこれに代えるこ

とができる。 

２ （略） 

 

附 則 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

（検査調書の作成） 

第29条 検査職員は、会計規程第51条第１項の規定に

基づき検査をしたときは、直ちに検査調書を作成し

なければならない。ただし、契約書の作成を省略し

たものにあっては、支出に係る会計伝票に履行確認

した旨を記名押印することでこれに代えることが

できる。 

２ （略） 

 

 

・検査について、事務負担

の軽減を図るため、神奈川

県の状況等を踏まえ、契約

書の作成を省略したものに

あっては、履行確認した旨

を会計伝票に記名又は押印

のどちらかで済ませること

ができるよう改正を行う。 
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○契約事務取扱規程第19条第１項第１号・第24条関係

５万円 50万円 80万円 100万円 150万円 160万円 250万円
以下 以下 以下  超 以下  超 以下  超 以下  超 以下  超

賃借
物件の買い入れ
工事・製造
上記以外(委託等)
契約書の作成
検査調書の作成

30万円 50万円 80万円 100万円 150万円 160万円 250万円
以下 以下 以下  超 以下  超 以下  超 以下  超 以下  超

賃借
物件の買い入れ
工事・製造
上記以外(委託等)
契約書の作成
検査調書の作成

作成省略可
契約書の作成を省略している場合、省略可

病院機構契約方法等の一覧　新旧対照表

改　正　前（～Ｒ５.３.31）

契
約
方
法
等

随意契約可
一般（指名）

競争入札
見積合せ省略可

改　正　後（Ｒ５.４.１～）

契
約
方
法
等

随意契約可
一般（指名）

競争入札
見積合せ省略可

作成省略可
契約書の作成を省略している場合、省略可

資料２（第57号議案関係）


